
2010 年 5 月 14 日 

 

2009 年度(第 11 期)決算について 

 

NTTコミュニケーションズの2009年度（第 11期）決算について、 

別添のとおりお知らせいたします。 

 

 （別添） 

           Ⅰ．  業績の概況 

           Ⅱ．  比較貸借対照表 

           Ⅲ．  比較損益計算書 

           Ⅳ．  株主資本等変動計算書 

           Ⅴ．  営業収益内訳 

           Ⅵ．  比較キャッシュ・フロー計算書 

           Ⅶ．  役員の異動 

 
 

【本件に関するお問い合わせ先】 

財務部 

会計・資産管理部門 

小川、猪飼 

Tel：03-6700-4311 

E-mail：info-af@ntt.com 
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 I. 業 績 の 概 況  

 

（1）市場環境および事業基盤の変化 

一昨年の秋以降、金融危機がグローバル経済に様々な影響を及ぼしておりま

すが、各国政府による景気対策もあって、アジア・米国に明るい兆しも出始め

ました。しかし、日本・欧州経済はデフレの進行・円相場の上昇・信用不安等

で依然として先行き不透明な状況が続いております。このような状況下で、日

本の情報通信市場においては、経営の効率化に向けて、各企業の ICT 利用の要

請が一層高まっており、クラウドコンピューティングを起点とした新しいサー

ビスやビジネスモデルの変化が急速に進んでおります。 

 

（2）経営概況 

当社は、急速に変化する経営環境を踏まえ、お客さまの「ワンストップでト

ータルかつグローバルなソリューションサービス」に対するご要望や、「豊か

な社会と安心で快適な生活」を実現するサービスに対するご要望にお応えする

ため、NTT コミュニケーションズグループの成長戦略「事業ビジョン 2010」に

基づき「ICT ソリューションパートナー」そして「“CreativE-Life”for 

Everyone」のブランドにふさわしいサービス提供に取り組んできました。 

また、コンサルティング型営業をさらに深化させ、お客さまの経営課題の解

決に資する ICT ソリューションを提案する法人ビジネス事業、あらゆる分野に

おいて「“日本品質”でグローバルにつなぎ続ける」ことを追求するグローバ

ル事業、顧客基盤を活用してお客さまとの接点を強化するサービスの提供や、

新たなサービス・ビジネスモデルの投入に取り組むネットビジネス事業の積極

的な展開に努めてきました。 

さらに、“つなぐ”、“つなぎ続ける”という基本ミッションを念頭に、7 つ

の成長エンジン「ソリューション」「ネットワークマネジメント」「セキュリテ

ィ」「グローバル」「ユビキタス」「ポータル/エンジン」「マネージドクオリティ

オペレーション」に磨きをかけるとともに、NTT コミュニケーションズグルー

プ総体としてグループ会社群とのシナジーを徹底的に訴求する成長戦略を加

速してきました。 

上記ミッションのもと、7 つの成長エンジンに経営資源を集中することによ

る事業構造の転換を推進し、これらの事業を支えるプロフェッショナル人材の

育成、デリバリープロセスの改革、オペレーションの品質改善、新たなサービ

スの創造などに取り組んできました。 

 

法人ビジネス事業については、国内外シームレスな営業を加速し、お客さま

の経営課題を解決する「ICT ソリューションパートナー」として、コンサルテ
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ィング型営業の推進、お客さまニーズにあった付加価値の高いソリューション

の提供に努めました。また、いつでもどこでも、安心・便利に仕事ができる

ICT 環境を提供する「BizCITY」コンセプトのもと、企業の ICT 環境における、

資産圧縮・投資リスク軽減・アウトソーシング化等のニーズに対応した、セキ

ュアで高品質なクラウド型サービスの提供を推進しました。 

 

グローバル事業については、国内外シームレスかつ高品質なサービス提供と

いう日系企業や多国籍企業のお客さまニーズに応え、ネットワークインテグレ

ーションに「データセンター」「セキュリティ」「サーバ・マネジメント」など

を組み合わせた付加価値の高いトータルなICTソリューションの提供に努める

とともに、データセンターの拡充や事業拠点の展開を図りサービスの充実に努

めました。また、日米間海底ケーブル PC-1 を保有する Pacific Crossing 社や

セキュリティサービス事業者である Integralis 社を買収するなど、サービス

提供能力の強化を図りました。 

 

ネットビジネス事業については、光サービスを中心とした販売活動の推進や

多様なサービス提供により、OCN やぷららの顧客基盤の拡大を図るとともに、

NTTレゾナントやNTTぷららなどグループの総合力を発揮し、ISP、050IP電話、

映像配信、CGM など総合的なネットサービスを展開しました。NTT ぷららの「ひ

かり TV」においては、地上デジタル放送 IP 再送信の提供エリア拡大やハイビ

ジョンコンテンツの拡充等により、今期、100 万契約を突破しました。 

 

以上の取り組みにより、多様化・高度化するお客さまのご要望にお応えする

とともに、お客さまとの接点を担う「現場力」「人間力」そして活力ある「企

業力」を重視する地に足を着けた収益基盤作りを行いました。 

 

（3）経営成績 

営業収益については、IP 系収入が、OCN、VPN 収入の拡大により、対前年比

+107 億円増（+3.0%）の 3,648 億円となりました。一方、音声伝送収入及びデ

ータ通信収入については、減少傾向が続いており、それぞれ対前年比▲348 億

円減（▲8.4%）の 3,789 億円、▲130 億円減（▲9.8%）の 1,201 億円となりま

した。また、景気も一部明るい兆しが出始めているものの、依然として予断を

許さない状況が続くなか、前期まで増収の続いていたソリューション収入が、

当期は対前年比▲105 億円減（▲5.3%）の 1,865 億円となりました。 

 以上の結果、営業収益全体としては、対前年比▲479 億円減（▲4.3%）の 1

兆 792 億円となりました。 

 

次に、営業費用については、持続的なプロセス改善を通じたコストコントロ

ールの徹底により、経費が対前年比▲301 億円減（▲5.9%）の 4,799 億円とな
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りました。また、音声伝送収入の減等の影響により通信設備使用料が対前年比

▲111 億円減（▲4.0%）の 2,688 億円となりました。 

 以上の結果、営業費用全体としては、対前年比▲445 億円減（▲4.3%）の 9,817

億円となりました。 

 

 これにより、営業利益については、対前年比▲33 億円減（▲3.3%）の 975

億円となり、当期純利益については、不動産及び株式売却等を実施した前年に

比べ▲283 億円減（▲31.9%）の 606 億円となりました。 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 １４５，１２５ １４５，９８４ ８５９

　　　　空中線設備 １，８６２ １，７５６ △ １０５

　　　　端末設備 １，３４８ １，１８０ △ １６８

　　　　市内線路設備 ７７７ ７９７ ２０

　　　　市外線路設備 ９，５５８ ８，７２８ △ ８２９

　　　　土木設備 ５９，０４５ ５６，８７６ △ ２，１６８

　　　　海底線設備 ４，７２８ １４，０２９ ９，３００

　　　　建物 １２５，６０４ １２６，１４８ ５４４

　　　　構築物 ３，０８８ ３，０６９ △ １９

　　　　機械及び装置 １７７ １５９ △ １７

　　　　車両及び船舶 １８ ２７ ８

　　　　工具、器具及び備品 ３４，２８２ ３３，４７３ △ ８０８

　　　　土地 ４３，６７２ ４３，２２１ △ ４５１

　　　　リース資産 ６，５３７ ５，６７５ △ ８６１

　　　　建設仮勘定 ２５，３２３ １５，４２８ △ ９，８９５

　　　　有形固定資産合計 ４６１，１５０ ４５６，５５７ △ ４，５９２

　　　無形固定資産 ９３，６９２ ８２，１８８ △ １１，５０４

　　　電気通信事業固定資産合計 ５５４，８４３ ５３８，７４６ △ １６，０９７

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ９４，５３９ １０８，４９７ １３，９５８

　　　　関係会社株式 １３４，５４４ １６７，８６０ ３３，３１６

　　　　出資金 ２８ ９２ ６３

　　　　関係会社出資金 ２，５５９ ２，５５９ －

　　　　長期前払費用 １，８９３ ２，６０２ ７０８

　　　　繰延税金資産 ６１，２２２ ４０，２９１ △ ２０，９３０

　　　　その他の投資及びその他の資産 ２４，５８２ ２５，３９３ ８１１

　　　　貸倒引当金 △ ３１６ △ ２９４ ２１

　　　　投資その他の資産合計 ３１９，０５３ ３４７，００３ ２７，９４９

　　固定資産合計 ８７３，８９７ ８８５，７４９ １１，８５２

　流動資産

　　現金及び預金 ５６，２９２ ４２，６７３ △ １３，６１８

　　受取手形 ８２ ５９ △ ２３

　　売掛金 １８６，２６５ １９２，７６１ ６，４９５

　　未収入金 ２４，９３７ ２，３３０ △ ２２，６０６

　　リース投資資産 ８，１９１ １０，６４５ ２，４５３

　　有価証券 １６ １０ △ ６

　　貯蔵品 ７，３３８ ６，５７６ △ ７６２

　　前渡金 ２，０９０ ２，４２３ ３３２

　　前払費用 ３，２２１ ３，３２０ ９８

　　繰延税金資産 ３，８８８ ４，０７８ １９０

　　関係会社預け金 ３６，７８５ １７，４０８ △ １９，３７６

　　その他の流動資産 １１，１１０ ５，３７８ △ ５，７３２

　　貸倒引当金 △ １，２９５ △ １，６３３ △ ３３８

　　流動資産合計 ３３８，９２６ ２８６，０３１ △ ５２，８９４

　資産合計 １，２１２，８２３ １，１７１，７８１ △ ４１，０４２

Ⅱ．比較貸借対照表 

（2009年３月31日） （2010年３月31日）
科 目

第 10 期 第 11 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 １８８，７２１ １４４，３８３ △ ４４，３３７

　　リース債務 １４，５６８ １４，６２３ ５５

　　退職給付引当金 ７２，９２４ ７６，８４１ ３，９１７

　　ポイントサービス引当金 ２，９８７ ３，３７７ ３９０

　　未使用テレホンカード引当金 ５，４５１ ６，４４２ ９９１

　　その他の固定負債 １１，０４７ １０，５０３ △ ５４４

　　固定負債合計 ２９５，７００ ２５６，１７２ △ ３９，５２７

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １２２，１２１ ４４，３３７ △ ７７，７８３

　　買掛金 ３１，５３３ ２７，２８９ △ ４，２４４

　　短期借入金 － ３７４ ３７４

　　リース債務 ５，４２４ ６，１７５ ７５０

　　未払金 １５１，５８７ １８１，１５２ ２９，５６５

　　未払費用 ６，４２６ ５，８８８ △ ５３７

　　未払法人税等 ９２５ ８２８ △ ９７

　　前受金 ７，３２０ ５，３９３ △ １，９２７

　　預り金 ６，８７５ ５，４４０ △ １，４３５

　　前受収益 ６７ ２７５ ２０７

　　工事損失引当金 ２８３ ２８５ ２

　　その他の流動負債 １，２７１ ７８３ △ ４８７

　　流動負債合計 ３３３，８３７ ２７８，２２７ △ ５５，６１０

　負債合計 ６２９，５３８ ５３４，４００ △ ９５，１３８

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ２１１，７６３ ２１１，７６３ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　　資本剰余金合計 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金 ２１３，３６３ ２５９，０５８ ４５，６９４

　　　　買換資産特別勘定積立金 ２，４５７ ２，４５７ ０

　　　　繰越利益剰余金 ２１０，９０５ ２５６，６００ ４５，６９４

　　　利益剰余金合計 ２１３，３６３ ２５９，０５８ ４５，６９４

　　株主資本合計 ５５６，７４２ ６０２，４３７ ４５，６９４

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ２６，５４２ ３５，０５７ ８，５１５

　　繰延ヘッジ損益 － △ １１３ △ １１３

　　評価・換算差額等合計 ２６，５４２ ３４，９４３ ８，４０１

　純資産合計 ５８３，２８４ ６３７，３８１ ５４，０９６

負債・純資産合計 １，２１２，８２３ １，１７１，７８１ △ ４１，０４２

（2009年３月31日） （2010年３月31日）

第 10 期 第 11 期
増 減 ( △ )科 目
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 ９４５，５６５ ９０８，１６０ △ ３７，４０５

　営業費用

　　営業費 ２４２，８９５ ２３４，６０９ △ ８，２８６

　　施設保全費 ８９，８６０ ８８，８７３ △ ９８７

　　共通費 １２，２１５ １１，３８２ △ ８３３

　　管理費 ８２，６１４ ７６，８０１ △ ５，８１３

　　試験研究費 １６，９８６ １５，４５１ △ １，５３５

　　減価償却費 １０９，４４６ １０４，９３２ △ ４，５１４

　　固定資産除却費 ９，０８７ ９，９１９ ８３１

　　通信設備使用料 ２７１，２１９ ２５５，１１７ △ １６，１０１

　　租税公課 １０，９０４ １０，８７９ △ ２５

　　営業費用合計 ８４５，２３２ ８０７，９６６ △ ３７，２６６

　電気通信事業営業利益 １００，３３２ １００，１９３ △ １３９

附帯事業営業損益

　営業収益 １８１，６２４ １７１，１０８ △ １０，５１６

　営業費用 １８１，０８３ １７３，７８７ △ ７，２９５

　附帯事業営業利益又は
　附帯事業営業損失（△）

５４１ △ ２，６７９ △ ３，２２０

営業利益 １００，８７４ ９７，５１３ △ ３，３６０

営業外収益

　受取利息 ７８５ ７２ △ ７１３

　受取配当金 ９，３３０ ７，９０３ △ １，４２７

　物件貸付料 １５，３８０ １４，４３０ △ ９４９

　雑収入 ６，８９２ ２，６７９ △ ４，２１３

　営業外収益合計 ３２，３８９ ２５，０８５ △ ７，３０４

営業外費用

　支払利息 ６，３３９ ４，１７３ △ ２，１６６

　物件貸付費用 ９，５７５ ８，７６１ △ ８１４

　雑支出 ３，７７３ １，１３８ △ ２，６３４

　営業外費用合計 １９，６８８ １４，０７２ △ ５，６１５

経常利益 １１３，５７５ １０８，５２６ △ ５，０４８

特別利益

　関係会社株式売却益 ３，３４３ － △ ３，３４３

　固定資産売却益 ２６，３１６ － △ ２６，３１６

　受取和解金 ６，３４０ － △ ６，３４０

　特別利益合計 ３６，０００ － △ ３６，０００

特別損失

　関係会社株式評価損 ７，４９５ － △ ７，４９５

　特別損失合計 ７，４９５ － △ ７，４９５

税引前当期純利益 １４２，０８０ １０８，５２６ △ ３３，５５３

法人税、住民税及び事業税 △ １３，２０１ ３２，７６７ ４５，９６８

法人税等調整額 ６６，２１１ １５，０６３ △ ５１，１４７

当期純利益 ８９，０７０ ６０，６９５ △ ２８，３７５

2009年３月31日まで
2009年４月１日から

第 11 期

増 減 （ △ ）
2010年３月31日まで

2008年４月１日から

 Ⅲ．比較損益計算書  

第 10 期

 6



前事業年度  （自 2008年４月１日 至 2009年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 211,763 131,615 131,615 - 139,293 139,293 482,672 55,261 - 55,261 537,934

当期変動額            

剰余金の配当     △ 15,000 △ 15,000 △ 15,000    △ 15,000

当期純利益     89,070 89,070 89,070    89,070

買換資産特別勘定積立金の積立    2,457 △ 2,457      - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       △ 28,719  △ 28,719 △ 28,719

当期変動額合計 - - - 2,457 71,612 74,070 74,070 △ 28,719 - △ 28,719 45,350

当期末残高 211,763 131,615 131,615 2,457 210,905 213,363 556,742 26,542 - 26,542 583,284

当事業年度  （自 2009年４月１日 至 2010年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 211,763 131,615 131,615 2,457 210,905 213,363 556,742 26,542 - 26,542 583,284

当期変動額            

剰余金の配当     △ 15,000 △ 15,000 △ 15,000    △ 15,000

当期純利益     60,695 60,695 60,695    60,695

買換資産特別勘定積立金の積立    0 △ 0      - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       8,515 △ 113 8,401 8,401

当期変動額合計 - - - 0 45,694 45,694 45,694 8,515 △ 113 8,401 54,096

当期末残高 211,763 131,615 131,615 2,457 256,600 259,058 602,437 35,057 △ 113 34,943 637,381

利益剰余金

純資産
合計

評価・換算差額等

 Ⅳ．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

株主資本

その他利益剰余金

資本剰余金

買換資産
特別勘定
積立金

繰延ヘッジ
損益

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

その他
有価証券
評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

買換資産
特別勘定
積立金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算差額等
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ４１３，８２５ ３７８，９４４ △ ３４，８８１ △ ８．４

　ＩＰ系収入 ３５４，０８０ ３６４，８７１ １０，７９０ ３．０

（再）ＯＣＮ収入 １５７，０７４ １６３，１２１ ６，０４７ ３．８

（再）ＩＰ－ＶＰＮ収入 ７７，９５７ ７８，０９２ １３５ ０．２

（再）広域イーサネット収入 ５５，６９３ ５７，６７８ １，９８５ ３．６

　データ通信収入（ＩＰ系除く） １３３，２１５ １２０，１５４ △ １３，０６０ △ ９．８

（再）専用収入 ９５，９７２ ８８，５７１ △ ７，４０１ △ ７．７

　ソリューション収入 １９７，０７９ １８６，５３９ △ １０，５３９ △ ５．３

　その他の収入 ２８，９８９ ２８，７５９ △ ２３０ △ ０．８

営業収益合計 １，１２７，１９０ １，０７９，２６８ △ ４７，９２２ △ ４．３

2009年４月１日から
増　減　率

（％）

 Ⅴ．営業収益内訳 

第 10 期

科 目

第 11 期
増　減　額

（△）
2009年３月31日まで 2010年３月31日まで
2008年４月１日から
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １４２，０８０ １０８，５２６ △ ３３，５５３

　減価償却費 １２１，１３１ １１８，４４８ △ ２，６８３

　固定資産除却損 ４，９３９ ６，５０７ １，５６７

　固定資産売却益 △ ２６，８５７ △ ２４７ ２６，６１０

　貸倒引当金の増加又は減少（△）額 △ １，０５８ ３１７ １，３７５

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 ２，２６２ ３，９１７ １，６５４

　関係会社株式評価損 ７，４９５ － △ ７，４９５

　関係会社株式売却益 △ ３，３４３ － ３，３４３

　売上債権の増加（△）又は減少額 １４，９６３ ５９１ △ １４，３７２

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ ２１２ ７６２ ９７４

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ３３，９９２ △ ６５３ ３３，３３９

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ １，７８１ ２，０５２ ３，８３３

　その他 ２，８８９ △ ４，１００ △ ６，９８９

　小計 ２２８，５１５ ２３６，１２２ ７，６０６

　利息及び配当金の受取額 １０，４００ ７，９７５ △ ２，４２５

　利息の支払額 △ ６，８１２ △ ４，８２２ １，９９０

　法人税等の受取又は支払（△）額 ４，８４３ １４，５４４ ９，７００

　営業活動によるキャッシュ・フロー ２３６，９４７ ２５３，８１８ １６，８７１

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ １０５，３２１ △ １１２，６７０ △ ７，３４８

　固定資産の売却による収入 ２７，９１８ １，００４ △ ２６，９１４

　投資有価証券等の取得による支出 △ ８２，５９２ △ ２７，１７７ ５５，４１５

　投資有価証券等の売却による収入 ３１，６５３ １５ △ ３１，６３８

　長期貸付による支出 △ １３，２７１ － １３，２７１

　長期貸付金の回収による収入 ８９，３６５ １１２ △ ８９，２５３

　その他 △ ６，１７５ △ ３，２７６ ２，８９８

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ５８，４２２ △ １４１，９９２ △ ８３，５６９

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入金の返済による支出 △ １０３，９２３ △ １２２，１２１ △ １８，１９７

　短期借入による増減（△）額 △ １３，５３８ ３７４ １３，９１３

　リース債務の返済による支出 △ １，７７８ △ ７，３８８ △ ５，６１０

　配当金の支払額 △ １５，０００ △ １５，０００ －

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ １３４，２４１ △ １４４，１３５ △ ９，８９４

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ２５ △ １４ １１

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 ４４，２５８ △ ３２，３２２ △ ７６，５８１

現金及び現金同等物の期首残高 ４８，８１９ ９３，０７７ ４４，２５８

現金及び現金同等物の期末残高 ９３，０７７ ６０，７５５ △ ３２，３２２

 Ⅵ．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 2008年４月１日から 2009年４月１日から
2009年３月31日まで 2010年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 10 期 第 11 期
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10 

Ⅶ. 役 員 の 異 動 

 

 

 

（１） 退任予定取締役 

代表取締役副社長     田 村 正 衛 （当社 顧問 就任予定）  

 

（２）代表取締役予定者 

   代表取締役社長予定者 

    代表取締役副社長    有 馬  彰 

   代表取締役副社長予定者    

    代表取締役副社長    海 野  忍   

    常務取締役       牧  貞 夫 

 

 

（注）１．現 代表取締役社長 和 才 博 美については、当社取締役相談役とする予定です。 

   ２．役員の異動は内容が定まったものについて、記載しております。 

この他の異動については、内容が定まった時点で発表いたします。 

 

 

以            上 

 

 

 




